
 中西部における
日系事業所の動向について

在シカゴ日本国総領事館領事　杉田 敬一 氏

１．�はじめに
　JCCC News ご愛読の皆様、日頃より、在シカゴ日本
国総領事館に対しご理解、ご支援をいただき誠にあり
がとうございます。総領事館では、毎年、JCCC会員
の皆様を含む日系事業所の皆様にご協力をいただき、
当館が担当している４州（イリノイ州、インディアナ
州、ミネソタ州及びウィスコンシン州）の日系事業所
の動向を調査しております。調査に当たっては、日本
からの資本が10％以上の事業所を「日系事業所」と定
義し、これらを対象に行ったアンケート結果を集計・
分析しています。2004年度（2004年10月１日現在）の
総括的な調査結果は総領事館のホームページを通じて
公表させていただいておりますが、この度、JCCC 
News の紙面をお借りして、イリノイ州を中心にあら
ためてご紹介させていただきます。また、今回調査さ
せていただいた事業所のうち住所等を公表することを
了解していただいた事業所のリストも近日中に当館ホ
ームページに掲載いたしますので、ご活用ください。

２．�日系事業所数の動向
　中西部４州における2004年の事業所総数は934（前
年比３％減）となり、近年の減少傾向が続いていま
す。このうちイリノイ州については、638と、中西部
で最大の日系企業受入先となっています（インディア
ナ州：218、ミネソタ州：38、ウィスコンシン州：

40）。これを業種別にみると、イリノイ州では製造業
が州全体の56％を占めており、インディアナ州が78％
であるのに比べると低いシェアとなっていますが、そ
の分、商業、運輸・倉庫業、サービス業、金融・保
険・不動産業のシェアが高くなっており、中西部経済
の拠点として多様な日系事業所を擁している実態が分
かります。

３．�日系事業所従業員数の動向
　中西部４州における従業員総数は、2004年は79,510
人（前年比0.4％増）と2001年以来４年振りにわずかな
がら前年比増となりました。業種別に前年と比較する
と、自動車・同部品製造業、医薬品製造業で従業員数
が増加した一方で、電気・電子製造業、タイヤ・ゴム
製造業、化学品製造業で大幅に減少しました。
　イリノイ州については、2004年の従業員数は34,210
人（前年比５％減）と減少傾向が続いています。業種
別にみると、自動車・同部品製造業の従業員数が
10,200人、電気・電子製造業が3,530人となっていま
す。

４．�日系事業所の立地動向
　このような日系事業所の活動がどの場所で行われて
いるのか、すなわち事業所の立地に着目してみると、
ミネソタではミネアポリス周辺、ウィスコンシンでは
ミルウォーキー及びマディソン周辺と２州が主に都市
部に集中しているのに対し、イリノイ、インディアナ
の２州では州内の各地域に分散していることが特徴と
なっています。
　また、従業員数1,000人を超える大規模事業所が都市
ではなく農村部に立地していることも、製造業が多い
中西部ならではの特徴と言えるでしょう。このような
地域は、概して地元就労の機会が少なく、地元自治体
にとっても税収源が限られるケースが多いのですが、
まさに日系事業所の存在が雇用や税収の面で地域経済
に大きなメリットをもたらしていると言えます。
　なお、インディアナ、イリノイの一部では、インタ
ーステート（州間高速道路）に沿った事業所の団地化
がみられます。このことは日系企業の投資先の選定に
当たって、「交通の利便性」が重視されていると考え
られます。
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表１　州別日系事業所数（2004）

表２　州別日系事業所従業員数（2004）



５．�日系事業所の構造的変化
　過去５年間における事業所総数は、全体では減少傾
向を示しています。業種別傾向をみると、自動車・同
部品製造業及びタイヤ・ゴム製造業が同レベルの事業
所数を維持しているのに対し、商業（161→130）、金
融・保険・不動産業（51→27）、サービス業（87→
70）、金属・鉄鋼製造業（37→23）は減少傾向が顕著
です。
　従業員総数についても同様にみると、近年の減少傾
向から過去５年間で16,810人の減少となっています。
業種別にみると、医薬品製造業（1,970→2,860）、自
動車・同部品製造業（38,430→43,020）が大きく増加
した一方、金融・保険・不動産業（2,610→610）、
商業（6,020→2,950）、金属・鉄鋼製造業（7,870→
1,840）、タイヤ・ゴム製造業（5,500→2,590）は減少
しています。
　これらのデータにより、近年の日系事業所の動向か

らみた日本からの直接投資の特徴として、金融・保
険・不動産業、商業、金属・鉄鋼製造業等のウェイト
が低下する一方、自動車・同部品及び医薬品製造業の
位置づけが高まりつつあることが指摘できます。

６．�中西部と日系事業所の関わり
　中西部地域が日系事業所にとって有力なビジネスエ
リアである理由としては、中西部が北米大陸の中核と
して優れた輸送網と大消費地を有し、歴史的に製造業
を中心に発達してきたことから、事業所にとっては労
働力、原料・部品等の資源が調達しやすく、製品の輸
送にも便利な環境が形成されており、日本企業の活動
拠点として魅力的な条件を備えていることが挙げられ
ます。
　また、日本からの直接投資を通じた日系事業所の活
動は、①地元就労の限られた地域を含む雇用機会の提
供、②米国企業に対する派生需要の創出、③日本から
米国に対する技術移転の促進、④州政府等に対する歳
入財源の提供等を通じて、米国地域経済の発展、日米
間の経済・文化交流の促進に大きく貢献しています。

７．�最後に
　以上のように、中西部の日系事業所の活動は製造業
を中心に地域的広がりを持って展開されており、これ
は事業活動が地域にもたらすメリットが大きいことを
意味しています。総領事館としては、こうした日系事
業所のご活躍について本調査結果を通じて、米国政府
等関係機関に広く情報発信し、日系事業所の各地域に
おける重要性について強くアピールしているところで
す。
　本調査は本年度も対象地域をさらに当館管轄の10州
に広げて更新する予定ですが、JCCC会員企業の皆様
におかれましては、本調査の目的・意義を斟酌の上、
今後とも、総領事館に対しご協力いただければ幸いで
す。

表３　州別業種別日系事業所数（2004）

表４　業種別日系事業所数の推移（４州合計）

表５　業種別日系事業所総従業員数の推移（４州合計）




